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 Abstract  : In order to clarify the local characteristic of affecting the special feature of long 

 -term-care services and  long-term-care services of each all prefectures, not only the long- 

term-care services of each all prefectures  but each all prefectures of the financial power, a 

medical  expenditure for the aged, aging, decrease in population, etc. put in the factor related 

to elderly care insurance, and, as for this paper, performed principal component analysis. 

   The principal component No. 1, No. 2, and No. 3 were obtained from analysis. The 

characteristics of each all prefectures was examined using these three principal component.

要約:本 稿は各都道府県の介護サービスの特色や介護サービスに影響を与える地域特

性 を明らかにするために、各都道府県の介護サービスだけではなく、各都道府県の財

政力、老人医療費、高齢化、過疎化等、介護保険に関係するファクターを入れて主成

分分析を行った。

分析から、主成分No.1、No.2、No.3が 得 られた。この3本 の主成分を使 って各

都道府県の介護サービスの特色 と地域特性を検討 した。

Ⅰは じめ に

平成12年 に創設された介護保険制度は、財

政面に着 目すると、市町村を保険者として、第

1号 被保険者の住所地がある市 町村の給付費

(介護サービス等の給付費)に より、当該市町

村の第1号 被保険者の保険料が設定される今ま

でにない、給付 と負担の関係を明確にした社会

保障制度である1)。市町村の給付費は、当該市

町村の介護サービスの普及度や整備の進捗状況

を反映するので、第1号 被保険者の保険料は、

市町村ごとに異なるのである。

現在、第1号 被保険者が負担する保険料は、

各市町村の給付額によって明らかに格差が生 じ

ている2)。例えば、法定給付外 の 「上乗せ、横

だし」の介護サービスを実施する等、介護サー

ビスが充実 している市町村や施設サービスが多

い市町村では、給付費が多く掛かることから、

第1号 被保険者の保険料負担は重 くなってい

る。また、市町村によっては、介護サービス量
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を増やさずに給付費を低 く抑え、第1号 被保険

者の保険料負担を軽 くしているところもある。
一方、未だに、介護を老人医療や医療系介護サ
ービス に頼っている3)市町村 もある。

この様に、介護保険制度に対する市町村の考

え方や取 り組みの違いが、介護サービスの種類

や量、さらには第1号 被保険者の保険料負担に

反映されるのである。また、市町村の施策や努

力とは関係なく、各市町村の過疎化、高齢化、

財政力等 も当該市町村の介護保険制度の運営に

影響を及ぼしている。

介護保険制度が創設され、3年 が経 とうとし

ているが、本稿は介護サービスの特色や地域特

性 を現象面からだけではなく、主成分分析の手

法を使 っての検証を試みる。本来ならば保険者

である市町村単位での分析を進めるべ きである

が、データの制約 と、本稿 は都道府県単位で分

析を行ってい く。各都道府県の介護サービスの

特色 を介護サービスの他 に、各都道府県の財政

力、老人医療費、高齢化、過疎化等、介護保険

に関係のあるファクターを入れて分析する。

Ⅱ分析方法

主成分分析は、目的変数のない多変量解析で

ある。分析方法は、幾つかの変数を圧縮し、不

必要な情報を取 り除き、必要な情報でグルーピ

ングを行い、それらのグループの解釈をし、ネ

ー ミングをする。分析目的は、ネーミングされ

た新 しい概念のファクターの特色を探ることで

ある。主成分分析の計算過程は紙幅の関係上割

愛する。

1.フ ァクター

主成分分析に使用する20の ファクターの一

覧 と出所を表1に 掲げた。ファクターの変数記

号は分析の便宜上のオリジナルな記号である。

介護保険の施設サービスに関するファクター

として特別養護老人施設定員数 ・老人保健施設

定員数 ・療養型病床群定員数、在宅サービスに

関するファクターとしてデイサービスセンター

施設数 ・ショートステイ定員数 ・在宅介護支援

センター施設数 ・派遣対象1世 帯当たりのホー

表1介 護保険 主成分分析 変数 リス トと出所

変数記号 変数の定義 単位 デ ータの 出所 平均値

TYCP特 別養 護老 人施 設定員数(65歳 以上10万 人 当た り)人 長寿社 会開発セ ンター1392.86

RKCP老 人保健施 設定員数(同 上)人 「平成10年 度老人保健福祉1141.59

RBCP療 養型 病床群 病床数(同 上)病 床 マ ップ」883.39

DSCPデ イサ ー ビスセ ンター施 設数(同 上)箇 所38.23

SSCPシ ョー トステ イ定 員数（ 同上)人3388.39

ZKCP在 宅 介護支援 セ ンター施設 数(同 上)箇 所24.50

HP#H派 遣対 象1世 帯 当た りのホームヘルパ ーの人数 人0.23

CHCPケア ハ ウス施設数(65歳 以 上10万 人当 たり)箇 所162.80

SVCP老 人訪 問看護事業所数(同 上)箇 所14.01

KH%介 護保 険申請 者率%朝 日新 聞2000年4月26日12.05

SPWR高 齢者就業率%総 務 省「 平 成11年10月125.97

P75%後 期高齢者(75歳 以 上)率%日 現在推計人口」7.66

P65%高 齢者(65歳 以上)率%18.56

△P65%高 齢者対前年増加率%3.74

SINX老齢化指数(65歳 以 上人 口／15歳 未満人 口)%99.28

SPMR実 質老 人1人 当 た り医療費1000円 厚 生 労働 省 「平成11年 度641.80

△SM%老 人医療費対 前年増加率%医 療 費の動向」8.41

KS%:過 疎化率(平 成7年 都道府県別過疎地域市町村の現況%旧 国上庁作成35.05

FPX財 政力指数(平 成6～8年 の平均)1000倍 旧自治省作成479.33

YPP9R実 質1人 当 た り県民所得（ 平成9年)千 円 平成12年版県民経済計算年報2953.60
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ムヘルパーの人数 ・ケアハウス施設数 ・老人訪

問看護事業所数である。いずれのファクターも

都道府県の人口の影響をなくすために65歳 以

上10万 人当たりのデータに加工 してある。

他に高齢者 に関するファクターとして介護保

険申請者率 ・高齢者就業率 ・高齢者(65歳 以

上)率 ・後期高齢者(75歳以上)率 ・高齢者

対前年増加率 ・老齢化指数(65歳以上／15歳

未満人口)・実質老人1人 当た りの医療費 ・老

人医療費対前年増加率 ・過疎化率(平 成7年 都

道府県別過疎地域 市町村の現況)・財政力指数

(平成6～8年 の平均)・ 実質1人 当た り県民所

得(平 成9年)を 掲げてある。

2．分析手順

表2の1、2の2は 表1で 示 したファクター

の都道府県別データである。これを使い主成分

分析 を行 うが、データの単位が異なるので単位

の影響 を取 り除くためにデータを標準化 し、相

関係数行列を用いて主成分分析を行う。

主成分分析 の手順だが、まず固有値を求め

る。固有値は大 きい程元のデータに関 して説明

力が大 きく、言い換えれば情報量が多 く重要で

あるといえる。図1は 固有値スクリープロット

のグラフである。縦軸に固有値 を横軸に主成分

のNo.1か らNo．20ま でを示 している。

次に寄 与率 を求める。寄与率 とは各主成分の

固有値が固有値の総合計に占める割合のことで

あ り、第1主 成分 か ら順に第2主 成分…第p

主成分 とそれぞれの主成分が元のデータをどれ

だけ説明しているのかを示す尺度である。累積

寄与率 とは寄 与率を第1主 成分か ら順に累積 し

ていったものを、累積寄与率と呼ぶ。固有値、

寄与率、累積寄与率を計算 した結果は表3に 掲

げてある。以 上より分析に使用する主成分を採

択することができる。採択する基準 は胃一般 的に

固有値が1以 上で累積寄与率が60%に なるま

での両方 を満たしている主成分 とされている。

表3か ら主成分No．1、No.2、No.3が 条件を

満たしているので、主成分No.1、No.2、No．

3を 採 択 し、分 析 を進 め る。

3つ に 絞 れ た 主 成 分 の 固 有 ベ ク トル を 求 め

る。 固有 ベ ク トル は主 成分 の 各 フ ァ ク ター の係

数 で あ り、 主 成分 の解 釈 と主 成分 の ネ ー ミ ング

を す る た め に 必 要 な値 で あ る 。表4は 主 成 分

No．1、No.2、No.3の 各 フ ァ ク ター の 固有 ベ

ク トル を昇 順 に並 べ 替 え て示 した 表 で ある。 固

有 ベ ク トルの プ ラ ス方 向 、 マ イナ ス方 向 に あ る
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フ ァ ク タ ー を調 べ 、 主 成 分No.1、No.2、No．

3の 解 釈 を行 う 。

Ⅲ 分析結果と考察

表4か ら主成分No.1、No.2、No．3の 解釈

とネー ミングをしてい く。

主成分No．1

プラス方向:過 疎で後期高齢者が多いため介護

保険の申請者が多 く、介護サービスが充実 して

いる県

マイナス方向:財 政力があ り個人所得 も高いが

高齢化が進みつつある。介護サービスの施設サ
ービスは少なく、老人医療費が増大 しつつある

県

主成分No.2

プラス方向:療 養型病床群の病床数が多いため

老人医療費が高 く、介護サービスは施設 ・在宅

サービス共に充実 している県

マイナス方向:高 齢者が多いが高齢者就業率が

高い県

主成分No．3

プラス方向:高 齢化が進みつつあるため老人医

療費が増加 しており、介護サービスは老健と特

養が多い県

マイナス方向:財 政力があり高齢者就業率も高

く、介護サービスは在宅サービスが充実 してい

る県

以上のように主成分No．1、No．2、No.3の 解

釈 とネーミングをした。

次に主成分No.1、No．2、No．3を 使 って各都

道府県の介護サービスの特色と地域特性を検討

する。表5は 主成分得点の都道府県ランキング

表で、各主成分の降順 に都道府県 を並べ替えた

表である。
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主成分No.1よ り、過疎で後期高齢者が多い

ため介護保険の申請者が多 く、介護サービスが

充実 している県は高知県、鹿児島県、徳島県、

島根県、熊本県等である。財政力があり個人所

得 も高いが高齢化が進みつつあり、介護サービ

スの施設サービスが少なく老人医療費が増大し

つつある県は千葉県、埼玉県、神奈川県、東京

都、愛知県、大阪府等である。

主成分No.2よ り、療養型病床群の病床数が

多いため老人医療費が高 く、介護サービスは施

設 ・在宅サービス共 に充実 している県 は沖縄

県、大阪府、福 岡県、北海道、熊本県等であ

る。高齢者が多いが高齢者就業率が高い県は長

野県、島根県、山梨県、山形県等である。

主成分No．3よ り、高齢化が進みつつあるた

め老人医療費が増加 している県で、介護サービ

スは老健 と特養が多い県は沖縄県、山形県、青

森県等である。財政力があり高齢者就業率 も高

く、介護サービスは在宅サービスが充実 してい

る県は東京都、石川県、大阪府、高知県、京都

府、山口県等である。

分析結果より、過疎で高齢者が多い県は自ず

と財政力 も低 く、特 に75歳 以上の後期高齢者

が多いため介護保険の申請者が多 くなってお

り、介護サービスのニーズが顕在化 し、介護サ

ービスが充実 したのであろう。政令指定都市を

含む都道府県は、施設を建設する用地を確保す

るのが難 しいため施設サービスが少な く、その

代わりに在宅サービスが充実していると考えら

れる。療養型病床群等の医療系介護サービスが

多い都道府県は、老人医療費が高 くなることが
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分析結果からも検証できた。医療系介護サービ

スはコス トが掛かるため第1号 被保険者の保険

料負担 も押 し上げられる懸念がある。

高齢者就業率が高い県を高齢者が元気な県と

みなす と、老人医療費 も介護保険料も低い県で

あろうと推察できる。それを確かめるために表

6に 都道府県別実質介護保険料 と実質老人医療

費を示 した。表6と 高齢者就業率が高い県を比

較すると島根県の介護保険料は若干高めだが、

それ以外の県は介護保険料 も老人医療費 も低い

ことがわかった。

主成分No.2よ り、療養型病床群の病床数が

多いため老人医療費が高く、介護サービスは施

設 ・在宅サービス共に充実 している県は沖縄

県、大阪府、福岡県、北海道、熊本県等で北海

道を除き、西日本は介護 を医療で代替 している

ことがわかった。表6か ら西日本の老人医療費

が東日本 と比較 して高額であることからもこの

ことがいえる。

九州 ・四国地方は過疎化が進み、高齢者率や

介護保険申請者率が高 く、施設サービス、在宅

サービスが充実 しているが、そのために老人医

療費 も介護保険料 も高い とい う地域特性があ

る。

都道府県別に見ると高齢者が元気な県の中で

島根県の介護保険料が若干高めであ ったのは、

主成分No.1よ り後期高齢者が多いため介護保

険の申請者率が高いことが影響しているのであ

ろう。長野県は元気な高齢者が多 く介護保険料

が45位 、実質老人医療費が最下位の47位 であ

るのは、寝たきりにならずに死ぬまで元気で生

きるPPK(ピ ンピンコロリ)と い うスローガ

ンによる保健福祉活動の成果であろう。東京都

は施設サービスが少なく在宅サービスが充実し

ていることがわかったが、東京都の都市部では

まとまった建設用地を確保することが難 しいた

め、施設サービスを増やすよりも、ケアハウス

やグループホームの施設型在宅サービスや小規

模特養で対応していく等、施設サービスの代替

サービスを構築 していかなければならない。大

阪府は東京都 と同様の特色 を持つ と予想 した

が、東京都とは異なり医療を介護で代替 してい

る傾向が強いことがわかった。

この分析から、各都道府県の高齢者に関係す

るファクターや財政力の相違等 の地域特性が介

護サービスの量や種類に影響を与え、それが各

都道府県の介護サービスの特色になっているこ

とがわかった。

今回の分析は都道府県 レベルでの分析であっ

たため、実際の保険者である市町村の特色はわ

からなかった。当然ながら、同一都道府県内の

市町村でも特色が異なるはずである。データの

入手が可能であれば、市町村レベルでの分析を今

後の課題としたい。
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注

1)40歳 以上65歳 未 満 の第2号 被 保 険者 の保 険

料 は、原則、全 国一律 で あるた め、給 付 と負担

の 関係が明確ではない。

2)最 高 額 と最低 額 には約3倍 の 開 きが あ る。拙

稿(2002)「 介護 保 険 の給 付 と負 担 につ い て」

『公益法人研 究学会誌Vol.4』ｐ．79

3)高 齢 者介護 は介護 保険制度 創設 以前 、社 会的

入院 と呼ばれる長期 入院で も対 処 されて いた こ

とか ら、現在 で も医療 で介護 を対処 して いる状

況 がある。受 け皿 になる介護 保 険 の特 養 を始 め

とする施設サー ビスが不足 してい るため、退院

可能 な患 者 も余儀な く社 会的入 院 を して いる と

い う事情 もある。
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